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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、I o Tに着目し、この技術が既存産業の産業技術基盤および競争関
係に与える影響を明らかにし、日本と世界のものづくりにおける共生的な関係の構築に向けた技術的課題を明ら
かにすることである。IT 化を背景として後発工業国の工業技術発展が著しい中で、生産のアジア化が進展して
いる。他方、アメリカの IIC、ドイツの Indutrie4.0 は、I o T を軸としたビジネス・プラットフォームによ
る産業再構築である。先進国のI o T 戦略の中で、競争力を規定する産業技術基盤が転換しつつある。本研究で
は基幹産業のアジアと世界の実態分析を通じて、第四次産業革命の意義と限界を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to focus on IT, clarify the impact of this 
technology on the industrial technology base of existing industries, and the competitive 
relationship, and to establish the technical issues for building a symbiotic relationship between 
Japan and the world of manufacturing. Is to clarify. While the technological development of the 
least industrialized countries is remarkable against the backdrop of IT, the Asianization of 
production is progressing. On the other hand, IIC in the United States and Indutrie4.0 in Germany 
are industrial restructurings based on an IT-based business platform. The industrial technology base
 that regulates competitiveness is changing in the developed countries' IT strategies. This study 
clarified the significance and limits of the Fourth Industrial Revolution by analyzing the actual 
situation of Asia and the world of key industries.

研究分野： 技術論

キーワード： I o T　第四次産業革命　ものづくり　基盤産業　産業技術
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　近年、I o T や第四次産業革命という言葉を耳にするが、空想的な社会を展望する論調が多い。本研究は、
ICT 化が進展する中で、実際の諸産業で実際に志向、実践されている生産革命の実態を把握することでこれらの
概念を科学的に評価する。また、ドイツやアメリカの国際標準化戦略という観点からこの問題を位置づけ、グロ
ーバル経済の秩序がいかなる産業技術基盤を軸に展開されるのかを明らかにする。I o Tは、様々な資源を有効
に活用しうる可能性を示唆している。日本の産業集積の再活性化の手段としての可能性評価、ひいてはグローバ
ル化時代における日本と世界の共生的関係の構築にむけた技術的課題を提示できるものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2000 年以降、中国をはじめとする東アジアやタイをはじめとする ASEAN 諸国そしてイン
ドを含め工業化の進展が著しく、世界中の先進工業国の企業がこれらの地域に進出しものづく
りをおこなっており、アジア全体が「世界の工場」となっている。いわば「生産のアジア化」の
進展である。アジアがモノづくりの中心になる一方で、I o T を契機とした「第四次産業革命」
と呼ばれる技術革新による経済システム、産業システムの転換の可能性が先進国を中心に展開
されている。ドイツの Indutry4.0 や アメリカの IIC は、ものづくりにおけるあらたな標準化
戦略の展開である。世界のものづくりがこの流れに包摂されていく可能性があり、競争力規定す
る産業技術基盤が大きく転換する可能性があると考える。そこで本研究では、自動車産業、電気
機器産業という基幹産業およびそれらの産業を支える基盤技術産業を主な対象として、当該産
業における I o T の実態を分析することで競争力の技術基盤が具体的にどう転換し、産業構造
ひいては経済構造を転換させる可能性をもっているかについて実証的に明らかにしていくこと
を研究の出発点とした。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、I o T（Internet of Things）に着目し、この技術が既存産業の産業技術基盤

および競争関係に与える影響を明らかにし、日本と世界のものづくりにおける共生的な関係の
構築に向けた技術的課題を明らかにすることである。IT 化を背景として後発工業国の工業技術
発展が著しい中で、生産のアジア化が進展している。他方、アメリカの IIC(Industrial Internet 
Consortium)、ドイツの Indutrie4.0 は、I o T を軸としたビジネス・プラットフォームによる
産業再構築である。先進国による I o T 戦略の中で、競争力を規定する産業技術基盤が転換し
つつある。本研究では自動車産業を代表とする基幹産業のアジアと世界の今日的実態の分析を
通じて、ものづくりにおける第四次産業革命の意義と限界を明らかにできると考える。 
 
３．研究の方法 
本研究が対象とする基幹産業は産業技術連関が広く、国民経済の基幹産業となっている自動

車および電気機器産業、そしてそれらを支える基盤技術産業（自動車部品、電子部品、金型等）
である。第一に、CPS、Industrie4.0、IIC、I o T の概念について構想と実態を踏まえ、科学的
な概念として規定する作業を行う必要がある。第二に、上述した第四次産業革命という観点から
対象とする当該産業の生産革命の実態を明らかにすることである。とりわけ（１）I o T を積極
的に推進するドイツの自動車産業、アメリカの電気機器産業、（２）標準化・オープン化の中で
急速に発展してきた中国の両産業、（３）国際競争力有している日本の自動産業と競争力を喪失
している日本の電気機器産業に照射して比較分析することで当該産業における生産革命の実態
を明らかにすること。（４）サプライチェーンの観点から上記産業に同期化する基盤技術産業に
おける CPS、I o T の影響について実態調査を行う。そして第四に、CPS、I o T の実態を踏ま
えた上で、この技術の問題点および産業活性化手段としての可能性について検討していく。 
以上、4 つの視角から具体的な調査と理論研究を行ってきた。 

 
４．研究成果 
 本研究は、研究代表者＝田口直樹、研究分担者＝植田浩史、三嶋恒平、西岡正、伊藤亜聖、粂
野博行で行った。アメリカ、ドイツ、中国、日本のモノづくり、とりわけ自動車といった基幹産
業を念頭におきながら上述した視角から実証研究および理論研究を行ってきた。以下、研究の役
割分担とクロスさせながら本研究の成果の概要を示す。 
 
（１）アメリカのものづくりの実態－自動車産業を中心に 
 本研究は三嶋を中心に行った。三嶋は 2019 年度、アメリカの Rutgers Business School にて
在外研究を行いこの研究課題を遂行した。アメリカにおける日系完成車企業やサプライヤーを
訪問調査することで、アメリカ自動車産業における I o T の影響を比較考察した。その結果、ア
メリカ自動車産業において産業技術および企業の競争優位は現場の改善能力を基礎としていた
ことが明らかになり、I o T はその効率性を高めることに貢献していたことも示唆された。これ
を踏まえて現在論文を執筆中である。あわせて、本研究課題の 1 つである生産のアジア化をひ
とつの課題に、論文を 1 本、執筆した（三嶋、2020）。また、中国におけるものづくりのありよ
うについても自動車産業や電気機器産業、中小企業の実態を踏まえながら、著書を執筆し、新型
コロナ感染症の影響で 2020 年度内の発行に間に合わなかったが、2021 年度に発行予定である
（植田浩史・三嶋恒平編著（2020）『国際産業集積「蘇州」と日系企業』慶應義塾大学出版会）。
この著書は本研究プロジェクトメンバーである植田、三嶋が編著であり、田口、伊藤も執筆して
いる。 
 
（２）日本・ドイツのものづくりの実態－自動車産業を中心に 
本調査研究は西岡が中心になっておこなった。主に自動車産業に関する実態調査に当たった。

そこでの狙いは名古屋、北九州地域を対象としつつ、完成車メーカーを頂点とした構築されてき
たサプライチェーンが、グローバル化の進展に加えて、I o T を契機とする生産工程革新の中で、
いかなる影響を受けているのかについて明らかにすることであった。この目的を達成するため



に、トヨタ、日産、ホンダといった完成車メーカーに加えて、アイシン精機、デンソー等大手サ
プライヤー、地場中小サプライヤーに対して、数次にわたるインタビュー調査を実施した。加え
て、グローバル規模での生産技術、サプライチェーンの変容についての知見を得るべく、ドイツ
（バイエルン州）における現地調査も実施した。 
ここから明らかになったのは、長らく機能分断的に進められてきた日本自動車産業における

デジタル活用の取り組みが、I o T の進展を受けて、近年になり研究開発～調達～製造～販売の
有機的な一気通貫システムとして本格機能する段階に移行、グローバル規模で新たな競争力の
源泉になっている姿であった。デジタル化によるものづくり情報の可搬性の高まりは、クローズ
ドなものづくり現場のオープン化を急速に進める傍らで、非常事態対応における代替生産や生
産復旧の場面においては、早期のサプライチェーンの復旧を可能にしていた。他方で、サプライ
ヤーにとってはこうしたシステムへの対応の可否が存立基盤になりつつあることも明らかにな
った。これらの研究成果については、著書 1 冊、論文６本として上梓した。 
 
（３）中国におけるものづくりの実態①－政策との関連を中心に 
 中国における I o T の実態に関しては伊藤を中心に行った。そこで得られた知見は以下の通り
である。中国に目を向けて見ると、2010 年代に急速なデジタル社会化と I o T 化が観察された。
政策的にも「中国製造 2025」に代表されるように、重点的な投資が推進された。製造業の面で
は、工場内の I o T 化をいかに低コストに進めるのかが喫緊の課題となり、3D プリンターを用
いたモールドの利用も見られるようになった。  しかし中国における I o T 化の主導役は、アリ
ババやテンセントといったＩＴプラットフォーム企業、そしてファーウェイやシャオミに代表
されるエレクトロニクス企業であった。とくにファーウェイは、I o T ソリューションのマーケ
ットプレイスを整備し、5G のサービス展開を進める動きを見せた。これにスタートアップ企業
も加わり、新たなサービスが多数導入されることになった。これら企業の対外投資や、国外での
経済活動も進んでおり、I o T の領域で、中国企業の地位の高まりが急速に観察されることにな
った。 
 
（４）中国におけるものづくりの実態②－中国に進出する日系企業を中心に 
 本研究は植田が中心となりおこなった。中国蘇州市の日系企業を訪問した。2 回の調査によっ
て 10 社以上の日系企業を訪問し、総経理等からのヒアリングおよび、工場見学を行った。また、
これまでの調査をもとに『国際産業集積 蘇州市の日系企業（仮題）』（慶應義塾大学出版会刊行
予定）の編集と執筆作業に取り組んだ。植田は、これまでに、①中国における製造業日系企業の
事業展開に関して、主に経済産業省「海外事業活動基本調査」のデータを利用して時系列、ない
し他地域の日系企業と比較して特徴づけた、②蘇州市への日系製造業企業の進出について、東洋
経済新報社『海外進出企業一覧』等の資料を用い企業データベースを作成するとともに、新聞記
事などを利用しながら、1990 年代から最近までの蘇州市内の日系企業の状況をまとめた、③こ
れまでの企業訪問調査をもとに、蘇州市に展開している日系中小企業の経営の特徴をケースス
テディをもとに整理した。ここで主に明らかになったことは、国際産業集積の形成と ICT の活
用における本国マザー工場とのリンケージ機能である。ものづくりの中心となる中国において、
日本の優位性を維持した産業集積が形成されつつあることを明らかにしており、その機能的よ
そに IT 技術が欠かせないことが明らかにされている。以上の内容について上述の著書として執
筆し、入稿済みである。 
 
（５）中国におけるものづくりの実態③－自動車産業を中心に 
本研究は田口が中心になっておこなった。主に、中国市場に展開している日系自動車サプライ

ヤーを中心に I o T の戦略的展開の実証研究を試みた。日本本社と中国事業所の両社をヒアリン
グ調査することにより、マザー工場と中国工場の同期化の実態の把握に努めた。トヨタシステム
を熟知する日系企業の展開する I o T システムの強みは、何をデータ化するかの基準が明確であ
ることから即戦力となりうるシステムであることが分かった。機械稼働率の極端な上昇や、ERP
システムと連携することにより、現場の意思決定速度が上昇するなど効果がみられるなど、非常
に有効に機能していることが明らかになった。このことの含意は、システム構築の設計思想の背
景が重要であるという点である。この点を今後、詳細に検討していく必要がある。 

 
（６）情報化と地域産業への影響と可能性 
本研究に関しては粂野を中心に行った。基盤技術産業においては①アッセンブルメーカーと

中小企業との同期・連携と、②地域内中小企業間の同期、連携が考えられる。この 2 つにおいて
も研究開発の多い、大阪府東部地域のような「都市型」と、試作から量産までをおこなっている
長野県諏訪・伊那地域などのような「地方型」では方向性が異なっていた。 
「都市型」における①メーカーとの同期・連携であるが、ここでは研究開発部分であることが

多く、量産部分と直接かかわる部分が少ないため、生産工程への ICT 化へとは至っていない。
また連携先は地域内に限定されていなかった。つまり連携先企業は日本だけではなく世界とな
る可能性が大きい。したがって情報は開発を行う企業、すなわちメーカー側に蓄積されている可



能性が大きい。この連携はメーカーを補完するものであるため、必要とされる技術・技能の情報
とそれらをもつ中小企業との間の結びつきを明確する ICT が必要となる可能性がある。次に②
地域内企業の同期、連携であるが、ユニット化のため地域に情報網を持つ中小企業への発注もあ
る。しかしこの連携は PC によるネットワーク程度のものであり、ICT 化は進んでいるとは言い
がたい。また需要は変化・変動の激しいものであることが多いため、ICT 化を進めるにおいて
も、現場との調整が必要となろう。 
「地方型」における①メーカーとの同期であるが、試作から量産へと至る工程部分を地域内の

中小企業が担うことが多かった。ここでも変更や修正が多く連携部分に ICT が使用されること
は多くない。つまり地方集積においても ICT との接合・同期は十分に行われているとは言えな
かった。次に②地域内企業の同期、連携であるが、地方圏では ICT が駆使されているとは言い
がたい。つまり旧来のネットワークがそれなりに機能しているがゆえに、ICT を活用した新たな
ネットワークの普及が阻まれている状況である。ICT が利用されるためには、ICT の使用によ
るメリットなり必然性なりが提示される必要があろう。 
 
（７）総括－中国・アメリカ・ドイツ・日本のポジショニング 
近年おける資源不足、人件費の高騰、厳しい環境規制等による経済環境の変化は生産過程にお

ける合理化、開発・設計・調達・製造・販売の一元的管理を中国ローカル企業においても例外な
く問われるようになってきている。しかし、中国におけるものづくりにおける、①生産過程にお
ける徹底した分業主義と②垂直分裂を特徴とするスポット的取引構造は、前後の工程を一元的
に管理するソリューションの構築という観点から見たとき決定的な弱点となっている。II o T と
いう観点からすると、極めて未成熟と言わざるを得ない。現在、激しく進む経済環境の中で、自
動化、省力化装置の導入が急速に進んでいる段階である。工程を一元的に管理する能力が欠けて
いるが故に、合理的な自動化設備が自前で供給できないという現状がある。これらの自動化設備
を担っているのは日系企業をはじめとする外資系企業である。こうした中国製造業の実態のも
とで、日系企業は、製品構成を中国市場に合わせてブレークダウンしながらも現地化させたソリ
ューションを構築し、競争力を強めている。 
 アメリカや中国は IT・流通大手が製造業分野に進出し産業構造改革の担い手の中心になって
いる。一方、日本やドイツは、例えば自動運転やスマートシティの構想は自動車メーカーが担い
手の中心となっている。製造業の基幹を担ってきた企業が産業構造改革の中心的な担い手にな
るのか、あるいは全く別の分野から入ってきた産業が産業構造価格の中心的な担い手になるか、
こういった決定的な違いが出てきている。グローバル資本主義という現段階、プラットフォーム
の標準化をめぐるグローバル競争という今日の競争の特質を考えるとアメリカや中国の競争は
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